
回答数:５１件

Q１．御社の要員・人件費マネジメントの現状について

1)要員・人件費マネジメントの重要性について、経営トップをはじめ、社内でのコンセンサスが醸成されている

あてはまる 27
ややあてはまる
（現在取り組みの途中）

13
現状ではあてはまらないが、
今後の課題と想定

10
必要性を感じない 1
わからない 0

２）（自社なりの方法で） ３）管理すべき要員・人件費の
   要員・人件費計画を毎年作成している     主要指標（KPI項目）が明確になっている

あてはまる 31 あてはまる 10
ややあてはまる
（現在取り組みの途中）

12 ややあてはまる
（現在取り組みの途中）

18
現状ではあてはまらないが、
今後の課題と想定

7 現状ではあてはまらないが、
今後の課題と想定

21
必要性を感じない 1 必要性を感じない 1
わからない 0 わからない 1

４）要員・人件費の主要指標の ５）要員・人件費計画の
     目標水準が明確になっている     策定～進捗管理のプロセス・手法が確立されている

あてはまる 8 あてはまる 9
ややあてはまる
（現在取り組みの途中）

17 ややあてはまる
（現在取り組みの途中）

18
現状ではあてはまらないが、
今後の課題と想定

24 現状ではあてはまらないが、
今後の課題と想定

23
必要性を感じない 1 必要性を感じない 1
わからない 1 わからない 0
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あてはまる
53%

ややあてはまる

（現在取り組みの途中）
25%

現状ではあてはまらないが、

今後の課題と想定
20%

必要性を感じない
2%

あてはまる
61%

ややあてはまる

（現在取り組みの途中）
23%

現状ではあてはまらないが、

今後の課題と想定
14%

必要性を感じない
2%

あてはまる
20%

ややあてはまる

（現在取り組みの途中）
35%

現状ではあてはまらないが、

今後の課題と想定
41%

必要性を感じない
2%

わからない 2%

あてはまる
18%

ややあてはまる

（現在取り組みの途中）
35%

現状ではあてはまらないが、

今後の課題と想定
45%

必要性を感じない
2%

あてはまる
16%

ややあてはまる

（現在取り組みの途中）
33%

現状ではあてはまらないが、

今後の課題と想定
47%

必要性を感じない
2%

わからない 2%
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Ｑ２．要員・人件費を検証する際、常にウォッチしている主要指標はどれか（複数回答）

要員数・要員増減率 36

総額人件費・上昇率 34

人員構成（雇用形態別、職種別、等級別等） 34

退職率 29
人件費効率（総額人件費あたりの売上高や営
業利益等）

21

直間比率 20

平均年齢 18

一人当たり生産性 17

管理職比率・管理職一人当たりマネジメントスパン 16

一人当たり平均人件費 15

時間当たりの生産性 2

わからない 0

Ｑ３．要員・人件費計画をベンチマーク比較する際の対象は（複数回答）

自社の過去の実績との比較（前年比・前期
比・前月比 等）

42
同業他社等、競争相手企業との比較 15
自社グループ内他社との比較 8
賃金構造調査などの統計資料 1
わからない 2

Ｑ４．要員マネジメントに関する以下の事項について、あてはまるものは
１）過去の実績について

はい いいえ わからない

・過去３～５年間の人件費の推移を把握している 48 3 0

・過去３～５年間の昇格率・昇給率・退職率の推移を把握している45 4 2
・過去３～５年間の要員・人件費を分析する
ための社員属性や

33 16 2
・過去３～５年間の等級別平均人件費の推移
と変動理由を把握している

31 15 5

・自社の人件費についての定義が、社内で共有されている25 19 7

・過去３～５年間の人的生産性の推移を把握している 21 21 9
・過去３～５年間の主要事業部門ごとの人的
生産性の推移と変動理由を把握している

15 25 11
・各主要事業部門が、どの業務にどれだけ
人・時・工数・コスト等を

14 30 7
・主要事業部門ごとの生産性を把握するため
の指標が明らかに

11 33 7

0 5 10 15 20 25 30 35 40

要員数・要員増減率

総額人件費・上昇率

人員構成（雇用形態別、職種別、等級別等）

退職率

直間比率

平均年齢

一人当たり生産性

管理職比率・管理職一人当たりマネジメントスパン

一人当たり平均人件費

時間当たりの生産性

(件)

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

自社の過去の実績との比較（前年比・前期比・前月比 等）

同業他社等、競争相手企業との比較

自社グループ内他社との比較

賃金構造調査などの統計資料

わからない

(件)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

・過去３～５年間の人件費の推移を把握している

・過去３～５年間の昇格率・昇給率・退職率の推移を把握している

・過去３～５年間の要員・人件費を分析するための社員属性や

人件費データを直ぐに取り出せる

・過去３～５年間の等級別平均人件費の推移と変動理由を把握している

・自社の人件費についての定義が、社内で共有されている

・過去３～５年間の人的生産性の推移を把握している

・過去３～５年間の主要事業部門ごとの人的生産性の推移と変動理由を把

握している

・各主要事業部門が、どの業務にどれだけ人・時・工数・コスト等を

投入しているかを可視化している

・主要事業部門ごとの生産性を把握するための指標が明らかに

なっている

はい いいえ わからない
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２）将来の方向について

はい いいえ わからない
・中期経営計画には、人事に関する戦略や施
策が盛り込まれている

43 6 2
・将来の要員・人件費計画のあり方を、人事
部門と経営企画部門で

27 20 4

・将来の年齢別・等級別要員構成を試算している 26 18 7
・要員・人件費を計画目標値の範囲で抑える
ための運用方法は

25 17 9

・将来の要員・人件費について、複数のシナリオを検討している17 25 9

・将来の売上・利益の計画に対する許容人件費の範囲を把握している16 26 9
・人事のKPI（＝重要な業績評価指標）につ
いて、自社の適正範囲を

15 24 12

・人的生産性の観点から、経営計画の実現性や難易度を検証している13 29 9
・各部門の必要人・時・工数・生産性等の定
量的見通しを踏まえ、

12 29 10

３）人材の質について

はい いいえ わからない
・人材育成に関する課題が、社内で共有されている 33 16 2
・自社の人材の弱みを把握している 32 15 4
・どの等級、どの職種の人が、どのような業
務を担っているかが
明らかになっている

26 20 5

・人材の質の確保に向けた中⾧期的なロード
マップを描いている

20 25 6

・自社に必要な人材の質を、いくつかのタイプに区分し把握している18 27 6
・あるべき人材を育成するための施策が明快になっている18 31 2
・社員個人のスキル・経験・能力が可視化されている 15 34 2
・今後どういう経験・スキル・能力を備えた
人材が、
いつまでに何人必要か把握している

6 37 8

・グローバル人材について、自社の定義が明快になっている5 40 6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

・中期経営計画には、人事に関する戦略や施策が盛り込まれている

・将来の要員・人件費計画のあり方を、人事部門と経営企画部門で

議論している

・将来の年齢別・等級別要員構成を試算している

・要員・人件費を計画目標値の範囲で抑えるための運用方法は

知っている

・将来の要員・人件費について、複数のシナリオを検討している

・将来の売上・利益の計画に対する許容人件費の範囲を把握している

・人事のKPI（＝重要な業績評価指標）について、自社の適正範囲を

把握している

・人的生産性の観点から、経営計画の実現性や難易度を検証している

・各部門の必要人・時・工数・生産性等の定量的見通しを踏まえ、

配置・移動計画を立案している

はい いいえ わからない

0% 20% 40% 60% 80% 100%

・人材育成に関する課題が、社内で共有されている

・自社の人材の弱みを把握している

・どの等級、どの職種の人が、どのような業務を担っているかが

明らかになっている

・人材の質の確保に向けた中⾧期的なロードマップを描いている

・自社に必要な人材の質を、いくつかのタイプに区分し把握している

・あるべき人材を育成するための施策が明快になっている

・社員個人のスキル・経験・能力が可視化されている

・今後どういう経験・スキル・能力を備えた人材が、

いつまでに何人必要か把握している

・グローバル人材について、自社の定義が明快になっている

はい いいえ わからない
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Ｑ５．要員・人件費の予算策定から実績管理や実態分析を、主に誰が担当しているか

部⾧クラス（専任） 9

部⾧クラス（兼任） 10

課⾧クラス（専任） 7

課⾧クラス（兼任） 13

専任スタッフ 6

兼任スタッフ 3

その他 2

わからない 1

Ｑ６．新型コロナウイルスの影響が⾧期化することを想定し、検討を進めている事項は（複数回答）

採用人数の抑制、新卒採用や中途採用の凍結
等、増員抑制策を
検討もしくは実施している

30

特に対応策を講じる予定はない 12
早期退職・希望退職等の具体的要員削減施策
を
検討もしくは実施している

7

上記以外の人件費削減施策を検討もしくは実施している 13

わからない 5

部⾧クラス（専任）
18%

部⾧クラス（兼任）
19%

課⾧クラス（専任）
14%

課⾧クラス（兼任）
25%

専任スタッフ
12%

兼任スタッフ 6%

その他 4% わからない 2%

その他:

・部⾧レベルと課⾧レベル 共に兼任

0 5 10 15 20 25 30 35

採用人数の抑制、新卒採用や中途採用の凍結等、増員抑制策を

検討もしくは実施している

特に対応策を講じる予定はない

早期退職・希望退職等の具体的要員削減施策を

検討もしくは実施している

上記以外の人件費削減施策を検討もしくは実施している

わからない

(件)

（具体的に）

・工場縮小に伴う雇用調整

・配置転換 （流動率の高い配置転換先に配置し、外部採用を抑える）

・外勤者から内勤者（デジタルマーケティング担当等）へのシフト

・業務増加に伴う過重労働回避のための採用増加、派遣スタッフ・業務委託の増強

・経費削減

・賞与係数の調整、増務の削減

・報酬減額
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